






















































































 ひとつは、新しいタイプの情報開示型政策として、有機 JAS 規格、生産情報公表 JAS
規格をはじめとして、他にも多数の制度がある中で、HACCP認証制度を取り上げる根拠
を問うた。これに対して、論文提出者は、厚生労働省のHACCP認証制度は食品製造の安
全性の確保を明確に意図しているが、農林水産省が管轄する制度は、環境負荷の低減など
を目的としており、必ずしも安全性の確保を目的とはしていない。よって、HACCP認証
制度を取り上げたと回答した。 
 また、比較制度分析の観点からすると、独仏や北欧諸国についても必要かと思われるが、
この点の研究の状況はどうかと問うた。これに対して、論文提出者は、これらの国々の制
度はEUのそれとして統合されており、それに関するいくつかの文献は検討したと回答し
た。ただし、必ずしも学位論文中に反映されてはいない。 
 最後に、会場からの発言もあり、地元地域には多数の食品加工業者があり、HACCP認
証制度を研究テーマとして取り上げていただいたことはありがたい。HACCP認証を取得
した地元企業は、費用を価格に転嫁できているだろうかと思うとのコメントであった。 
 
７．最終試験結果の要旨 
 最終試験においては、「社会的費用」「期待利潤」「取引費用」など、提出された学位論文
に用いられている学術的用語のいくつかは、その用い方により厳密さが求められると指摘
された。また、「生産経営費」などの表現についての確認がなされ、英語表現を意訳したこ
とにより、かえって不正確になっているのではないかと指摘された。 
 また、第3章第3節にあたるHACCP認証取得企業への聞き取り調査結果の考察のまと
め方は、情報の羅列に終わっていると指摘された。審査員からは、第1項の「認証取得の
動機」については、例えば、「生産者の要請」「消費者の要請」「市場の要請」などと、もっ
と立体的に組み立てるとよいと助言がなされた。 
 以上の指摘については、修正を行うこととした。 
 
８．審査委員会の所見 
 提出された学位論文は、上述のとおり、食品の安全に関する社会科学的研究の蓄積が少
ないなかで、Antle の研究業績の上に議論を展開し、HACCP 制度の機能を市場メカニズ
ムの中で位置づけ、実証と推論を組み合わせて、食品安全市場が存在するのではないかと
いう結論を導いた点で独創性がある。また、米英のHACCPに関する制度を紹介し、これ
らとの比較において、日本におけるHACCP認証制度の新たな展開を示した点もでも注目
される研究である。 
 よって、論文提出者は博士(社会学)の学位に値するものとして合格と判定した。 
 
